
第10期介護保険事業計画作成のための地域分析・検討結果記入シート
保険者名 八潮市

R2 R3 R4 R2 R3 R4 R2 R3 R4

受給率
（施設サービス）

D2 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点） 1.9 2.0 2.0 2.5 2.5 2.5 2.8 2.8 2.8

受給率
（居住系サービス）

D3 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点） 1.2 1.3 1.5 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3 1.3

受給率
（在宅サービス）

D4 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点） 7.8 8.1 8.2 8.0 8.3 8.6 9.9 10.2 10.4

受給者1人あたり給付月額（在
宅および居住系サ－ビス）

D15-a 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 126,821 128,400 130,069 125,887 127,131 127,806 129,423 130,299 130,076

受給者1人あたり給付月額（在
宅サービス）

D15-b 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 113,778 114,596 116,569 113,452 114,719 114,924 118,281 119,125 118,723

受給者1人あたり給付月額（訪
問介護）

D17-a 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 59,910 62,266 67,660 58,224 59,927 62,037 73,426 75,248 76,920

受給者1人あたり利用日数・回
数（訪問介護）

D31-a 回
見える化・時系列
（各年度3月時点） 19.9 20.3 22.2 19.3 19.8 20.4 25.1 25.6 26.2

受給者1人あたり給付月額（訪
問入浴介護）

D17-b 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 58,631 60,495 57,694 61,789 62,158 61,010 62,559 62,640 61,811

受給者1人あたり利用日数・回
数（訪問入浴介護）

D31-b 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 4.7 4.8 4.6 5.0 4.9 4.8 5.0 5.0 4.9

受給者1人あたり給付月額（訪
問看護）

D17-c 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 41,710 40,305 41,453 41,432 41,987 41,896 41,148 41,445 41,294

受給者1人あたり利用日数・回
数（訪問看護）

D31-c 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 7.3 7.4 7.5 8.6 8.8 8.8 8.8 8.9 8.9

受給者1人あたり給付月額（訪
問リハビリテーション）

D17-d 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 37,365 37,660 39,098 36,234 36,883 35,970 33,726 34,160 33,674

受給者1人あたり利用日数・回
数（訪問リハビリテーション）

D31-d 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 12.2 11.8 12.3 12.2 12.5 12.1 11.5 11.7 11.5

受給者1人あたり給付月額（居
宅療養管理指導）

D17-e 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 12,834 13,278 13,546 13,682 13,974 14,119 11,888 12,220 12,382

受給者1人あたり給付月額（通
所介護）

D17-f 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 91,786 91,326 93,156 85,610 86,141 84,592 85,006 84,961 83,258

受給者1人あたり利用日数・回
数（通所介護）

D31-e 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 11.3 11.2 11.4 10.9 11.0 10.8 10.9 11.0 10.7

受給者1人あたり給付月額（通
所リハビリテーション）

D17-g 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 63,122 61,251 65,612 61,300 61,472 60,197 59,317 59,650 58,136

受給者1人あたり利用日数・回
数（通所リハビリテーション）

D31-f 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 6.7 6.5 7.2 6.2 6.2 6.1 5.9 5.9 5.7

受給者1人あたり給付月額（短
期入所生活介護）

D17-h 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 111,508 121,090 116,899 121,645 120,465 119,168 108,510 109,768 108,557

受給者1人あたり利用日数・回
数（短期入所生活介護）

D31-g 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 13.2 14.3 13.6 14.2 14.0 13.7 12.9 12.9 12.7

受給者1人あたり給付月額（短
期入所療養介護）

D17-i 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 71,103 55,912 60,058 100,925 103,685 104,429 90,944 92,181 91,342

受給者1人あたり利用日数・回
数（短期入所療養介護）

D31-h 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 5.5 4.4 5.2 8.8 9.0 9.1 8.1 8.2 8.1

受給者1人あたり給付月額（福
祉用具貸与）

D17-j 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 12,470 12,670 12,696 12,472 12,638 12,885 11,660 11,778 11,966

受給者1人あたり給付月額（特
定施設入居者生活介護）

D17-k 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 181,146 183,998 179,723 179,792 181,990 186,404 179,263 181,729 184,041

受給者1人あたり給付月額（介
護予防支援・居宅介護支援）

D17-l 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 12,987 13,235 13,366 13,154 13,486 13,619 12,730 13,051 13,138

受給者1人あたり給付月額（小
規模多機能型居宅介護）

D17-p 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 200,746 209,536 207,939 191,249 193,961 198,363 184,452 188,920 191,609

受給者1人あたり給付月額（認
知症対応型共同生活介護）

D17-q 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 253,964 258,169 262,058 258,897 261,886 263,981 256,463 258,748 260,638

受給者1人あたり給付月額（地
域密着型通所介護）

D17-t 円
見える化・時系列
（各年度3月時点） 63,328 60,290 58,567 71,535 71,694 70,848 77,098 76,704 74,762

受給者1人あたり利用日数・回
数（地域密着型通所介護）

D31-j 日
見える化・時系列
（各年度3月時点） 9.3 9.0 8.7 9.3 9.3 9.1 9.7 9.7 9.4

（参考）

R2 R3 R4 R2 R3 R4 R2 R3 R4

認定率 B4-a ％
見える化・時系列
（各年度年報）

14.1 14.6 15.4 15.8 16.2 16.7 18.7 18.9 19.0

調整済み認定率 B5-a ％
見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

15.6 15.2 15.3 16.2 15.9 15.7 17.0 16.6 16.3

調整済み重度認定率
（要介護３～５）

B6-a ％
見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

5.4 5.3 5.4 5.7 5.6 5.5 5.7 5.6 5.5

調整済み軽度認定率
（要支援１～要介護２）

B6-b ％
見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

10.2 9.9 9.9 10.4 10.3 10.1 11.2 11.0 10.8

認定率、調整済
み認定率、調整
済み重度認定率
、調整済み軽度
認定率について
は、全国平均を
下回っている。
認定率について
は、ここ数年一貫
して全国平均を
下回る水準を
保っているが、伸
び率について
は、全国平均を
上回っている。

全国平均よりも認定率が低い
理由は、介護予防事業の利
用者が多いためと考えられ
る。
しかし、後期高齢者の増加に
より、介護認定を受ける者が
増加していると考えられる。

一般介護予防事業に加え、フレイルチェック事業を拡充する
ことにより加齢による身体機能の低下を予防しているため、
認定率が低いと考えられる。
一方で、後期高齢者割合が令和３年度末（令和４年３月末）
では、51.3％だったが、令和４年度末（令和５年３月末）では、
55.9％と増加しており、その後も増加傾向は続いている。
なお、調整済み認定率（年齢条件を考慮外とする）が横ばい
なことからも、認定率の増加は高齢化によるものと考えられ
る。

高齢化による認定率の増
加は避けられないが、今
後も介護予防事業に力を
入れて、介護認定が不必
要な利用者を増やすこと
により、認定率増加の緩
和を図る。

全国平均等との乖離
について理由・問題点
等の考察（仮説の設定）

設定した仮説の
確認・検証方法

問題を解決するための
対応策（理想像でも可）

全国平均等
との比較

活用データ名・
指標名

指標
ID

単位 備考

データの値

自保険者 都道府県平均 全国平均

施設サービス、
在宅サービスの
受給率について
は、全国平均より
も低く経年変化
は同様のカーブ
となっている。
一方、居住系
サービス受給率
については、全
国平均が横ばい
であるのに対し、
八潮市では増加
傾向にある。

在宅サービスの受給率が低い
理由は認定率が低いためであ
ると考えられる。
居住系サービスの受給率は、
令和３年に新たに介護付有料
老人ホームが開所されたこと
により、利用者が増加したこと
が影響していると考えられる。

全国平均に比べて、介護予防事業の利用者が多く、認定率
が低いため、在宅サービスの受給率が低いと考えられる。
また、K2-aサービス提供事業所数（特定入居者生活介護）
［人口１０万人対］を確認すると、全国平均が上昇傾向である
のに対し、八潮市は横ばいとなっている。

今後も介護予防事業に力
を入れて、介護認定が不
必要な受給者を増やすこ
とにより、受給率の維持を
図る。

受給者1人あたり
給付月額（居宅
療養管理指導）
が全国平均より
も高い。

「D17-c、D17-ｄ、
D17-e、D17-g」
から、訪問看護、
訪問リハや居宅
療養管理指導等
の利用が多く、医
療系サービスの
需要が大きいこと
が分かる。

「D17-j」から、福
祉用具貸与の給
付月額が全国平
均を上回ってい
ることが分かる。

居宅療養管理指導が全国平
均よりも高い理由について、通
院困難で施設サービスを利用
せず在宅で生活している利用
者が多いのではないか。

病院の少なさを、訪問介護や
居宅療養管理指導等の医療
系サービスで補っているので
はないか。

在宅及び居住系サービスが増
加傾向にあり、福祉用具貸与
の需要が大きいのではない
か。

居宅療養管理指導について、D32-e受給率（居宅療養管理
指導）（要介護度別）地域別で確認してみると、全介護度にお
いて全国2.7％のところ八潮市3.1％となっている。また、その
うち要介護1が全国0.5％のところ八潮市0.7％と受給率が高く
なっている。

G6-a病院数［人口１０万人対］を確認すると、令和３年度時点
で全国平均6.5に対し、八潮市は4.3であり、全国平均を下
回っている。医療系サービスの利用日数・回数が多い理由
は、ケアマネジャーが必要なサービス量を適切に見込んでい
るためと考えられる。

「K1-a、K1-b、K1-c、K1-ｄ、K1-e」を確認すると、介護保険施
設数について、介護保険福祉施設、地域密着型介護老人福
祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療
施設（R6.3廃止）の全ての施設において、全国平均を下回っ
ている。
在宅で生活する利用者や施設の空きを待つ利用者が福祉用
具貸与を利用していることが考えられる。

居宅療養管理指導につい
て、令和3年4月介護報酬
改定より在宅の利用者で
あって通院が困難なもの
に対して定期的に訪問し
て指導等を行った場合の
評価と明確化されてい
る。国保連合会介護給付
適正化システムを活用し
て、要介護認定調査結果
に対し、適正にサービス
提供が行われているか確
認をして介護給付の適正
化を図る。

自立支援に資するケアプ
ランになっているか確認
するため、給付適正化事
業によるケアプラン点検
の充実を図る。

国保連合会から提供され
る、「軽度の要介護者に
かかる福祉用具貸与品
目一覧表」やケアプラン
点検における福祉用具貸
与調査の充実を実施し、
介護給付の適正化を図
る。

全国平均等との乖離
について理由・問題点
等の考察（仮説の設定）

設定した仮説の
確認・検証方法

問題を解決するための
対応策（理想像でも可）

自保険者 都道府県平均 全国平均
全国平均等
との比較

活用データ名・
指標名

指標
ID

単位 備考

データの値


